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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期
第３四半期
連結累計期間

第82期
第３四半期
連結累計期間

第81期

会計期間
自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日

自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日

売上高 （千円） 16,697,150 16,389,503 22,562,782

経常利益 （千円） 971,750 1,040,774 1,318,968

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 602,954 677,841 866,369

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 492,627 △1,384,256 2,543,414

純資産額 （千円） 29,640,769 30,027,946 31,691,551

総資産額 （千円） 37,970,933 38,327,233 41,311,709

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 25.91 29.12 37.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.0 78.3 76.6

 

回次
第81期
第３四半期
連結会計期間

第82期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.21 7.69

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであ

ります。

 

(1）経営成績の分析

　当第3四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境が改善するなど景気は緩やかな回復基調

で推移しましたが、中国をはじめとした新興国や資源国等の景気減速に加え、英国のEU離脱問題や金融資本市場の

変動の影響などにより、先行きは依然として不透明な状況にあります。

　このような状況の中にあって当社グループは、中期経営計画「アドバンス2017」に基づく諸施策の実施に取り組

み、持続的成長と安定的収益基盤の確立に努めました。

　当第3四半期連結累計期間の売上高は、食品の売上高は増加しましたが、製粉と精麦の売上高が減少したことな

どにより、163億8千9百万円(前年同期比1.8％減)となりました。

　収益面では、電力費、販売費、人件費等の諸経費が減少したことなどにより、営業利益は9億1千1百万円(前年同

期比10.0％増)、経常利益は10億4千万円(前年同期比7.1％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は6億7千7百万

円(前年同期比12.4％増)となりました。

　単一セグメント内の区分別の状況は次のとおりです。

（食料品）

①　製粉については、小麦粉の出荷数量の減少に加え、輸入小麦の政府売渡価格引き下げに伴い、1月及び7月に

製品価格の値下げを実施した結果、売上高は85億9百万円(前年同期比4.8％減)となりました。

②　食品については、低糖質食品「パンdeスマート」シリーズや独創的なミックス製品の出荷数量が増加した結

果、売上高は56億1千1百万円(前年同期比3.5％増)となりました。

③　精麦については、原料価格の上昇に伴い製品価格の値上げを実施しましたが、出荷数量が減少した結果、売

上高は21億8千3百万円(前年同期比1.7％減)となりました。

（飼料）

　飼料については、出荷数量の減少により売上高は4千2百万円(前年同期比38.1％減)となりました。

（その他）

　その他については、売上高は4千1百万円(前年同期比6.8％減)となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第3四半期連結会計期間末の総資産は383億2千7百万円となり、前連結会計年度末比29億8千4百万円減少しまし

た。この主な要因は、現金及び預金、土地が増加し、投資有価証券、受取手形及び売掛金、原材料及び貯蔵品が減

少したことによるものです。

　また、負債合計は82億9千9百万円となり、前連結会計年度末比13億2千万円減少しました。この主な要因は、固

定負債その他(繰延税金負債)、借入金が減少したことによるものです。

　純資産合計は300億2千7百万円となり、前連結会計年度末比16億6千3百万円減少しました。この主な要因は、利

益剰余金が増加し、その他有価証券評価差額金が減少したことによるものです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していく

ことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要

とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社が、製品、技術及びサービス面において競合会社との差別化を実現するためには、当社グループに

おいて、（ⅰ）オリジナルでクリエイティブな商品の開発力の強化、（ⅱ）高度で幅広い技術、知識、ノウハウ

等を有する人材の育成と基礎研究等の充実、（ⅲ）独自の安定した品質の商品を供給できる製造体制及び研究体

制の確立、及び（ⅳ）単なる商品販売に止まらないお取引先や消費者等への奉仕を目的とする販売体制の実現な

どを達成することが必要不可欠です。当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するの

は勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させることが

できなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。また、外部者である買収

者からの大量買付の提案を受けた際に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の企業価値を構成する有

形無形の要素を適切に把握するとともに、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の事業や経営について

の意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業員その他のステークホルダーに対する対応方針等の買収者

の情報も把握した上で、大量買付が当社の企業価値や株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かか

る情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損

される可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な

対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 

②　基本方針実現のための取組み

１）基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図るため、平成27年2月10日開催の取締役

会において、2015年度からの3ヵ年の中期経営計画「アドバンス 2017」を策定し、同日発表いたしました。当

社は、中期経営計画において、その基本方針として次の5項目を掲げています。

（ⅰ）既存事業において、競争優位の価値を創造し持続的成長と安定的収益基盤を確立するために構造改革を

行う。

（ⅱ）市場創造型のマーケット・チャレンジャーとして、競争力のある新たな価値を創出する。

（ⅲ）次世代の成長基盤を支える事業領域拡大を図る。

（ⅳ）ステークホルダーとの良好な関係を構築し、ＣＳＲ経営を推進する。

（ⅴ）事業環境に適応した柔軟かつ機動的な経営を推進し、強靭な経営体制を構築する。

　当社は、中期経営計画に定められたこれらの基本方針に沿った諸施策を実施することこそが、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の維持・向上に資するものと考えております。

　また、コーポレート・ガバナンスの強化の取組みとして、経営陣の株主の皆様に対する責任の所在を明確化

するため、当社の取締役の任期は1年となっております。また、独立性を有する社外取締役を1 名選任してお

ります。さらに、監査役4 名のうち、2 名は独立性を有する社外監査役です。これら社外取締役と社外監査役

が取締役会等重要な会議に常時出席し、取締役の業務執行を十分に監視できる体制となっております。
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２）基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成27年2月10日開催の取締役会において、平成24年3月29日開催の第77期定時株主総会の承認を得

て更新した「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」について、内容を一部改定した上、更

新すること（以下「本更新」といい、本更新後のプランを「本プラン」といいます。）とし、平成27年3月27

日開催の第80期定時株主総会において、本更新及び本プランに記載した条件に従った新株予約権の無償割当て

に関する事項を決定する権限の当社取締役会に対する委任について承認を得ております。

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記①に記

載した基本方針に沿って更新されました。

　当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株券等

の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。

本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社

の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社取締役会

が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するた

めに必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的として

おります。

　本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める

等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

　買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合

に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。

　買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等

による権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに

新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当てその他の法令及び当

社定款の下でとりうる手段を実施します。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は

当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議

決権割合は、約50%まで希釈化される可能性があります。

　当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の

恣意的判断を排するため、当社経営陣から独立した当社社外取締役等のみから構成される独立委員会を設置

し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場

合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。

　こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することと

しております。

　本プランの有効期間は、平成27年3月27日開催の第80期定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。

　但し、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されます。

　また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品取引所の規程

等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字

句の修正を行うのが適切である場合、又は当社株主に不利益を与えない場合等、株主総会の決議による委任の

趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更することがあります。

　当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実及び（修正・変更

の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、必要に応じて情報開示を速やかに行います。

 

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

　本プランは、前記②２）記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって更新され

たものであり、基本方針に沿うものです。

　また、本プランは以下に掲げる理由により、その公正性・客観性・合理性が担保されており、企業価値ひいて

は株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断してお

ります。

EDINET提出書類

鳥越製粉株式会社(E00351)

四半期報告書

 5/17



１）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

　本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否

かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、

株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保することを目的として更新されたものです。

２）買収防衛策に関する指針等の要件の充足

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値ひいては株主共同の利益の確保

又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（（ⅰ）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上の原則、（ⅱ）事前開示・株主意思の原則、（ⅲ）必要性・相当性の原則）を全て充足しています。

３）株主意思の重視

　本プランは、平成27年3月27日開催の第80期定時株主総会において、株主の皆様のご承認を頂き更新されま

した。

　また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において株主の

皆様の意思を確認することとされています。

　さらに、本プランには、有効期間を約3年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有

効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合には、本プランは当該決議に従い廃止されることになります。その意味で、本プランの消長には、株主の

皆様のご意向が反映されることとなっております。

４）独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家等の意見の取得

　本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告を必ず

経ることとされています。

　また、独立委員会は、当社の費用で、専門家等の助言を受けることができるものとされており、独立委員会

による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

５）合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会に

よる恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

６）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社株主総会において選任された取締役で構

成される取締役会により廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過

半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取締役の

期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一

度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は1億6千7百万円であります。なお、当第３四半期連結累

計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備等の計画は次の通りであります。

会社名
事業所名
（所在地）

区分別 設備の内容
投資予定金額（千円）

資金調達
方法

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了

当社
本社

（福岡市博多区）

全社管理

業務

基幹系情報システム

更新
300,000 －

自己資金及

びリース
平成28年3月 平成29年1月

 

（注）　以上「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,036,374 26,036,374
東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

計 26,036,374 26,036,374 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 26,036 － 2,805,266 － 701,755

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、平成28年６月30日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　2,761,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,256,300 232,563 －

単元未満株式 普通株式　　 18,174 －
100株（１単元）未満の株式で

あります

発行済株式総数 26,036,374 － －

総株主の議決権 － 232,563 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の中には、株式会社証券保管振替機構（失念株管理口）名義の株式が2,000

株（議決権20個）含まれております。

２．「単元未満株式」の中には、自己保有株式61株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

鳥越製粉株式会社

福岡県うきは市

吉井町276番地の１
2,761,900 － 2,761,900 10.6

計 － 2,761,900 － 2,761,900 10.6

（注）　平成28年６月30日現在、当社が実質的に所有している自己保有株式数は2,761,961株であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

鳥越製粉株式会社(E00351)

四半期報告書

 9/17



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,069,428 7,166,446

受取手形及び売掛金 3,468,147 2,618,845

有価証券 4,542,500 4,542,500

商品及び製品 1,094,268 908,334

原材料及び貯蔵品 3,535,704 3,107,102

その他 146,399 164,638

貸倒引当金 △4,282 △4,380

流動資産合計 18,852,166 18,503,486

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,045,698 1,989,276

機械装置及び運搬具（純額） 1,823,709 1,685,439

土地 5,114,765 6,027,847

その他（純額） 229,801 126,702

有形固定資産合計 9,213,974 9,829,264

無形固定資産   

無形固定資産合計 13,118 11,974

投資その他の資産   

投資有価証券 13,085,213 9,855,899

その他 221,803 201,135

貸倒引当金 △74,567 △74,527

投資その他の資産合計 13,232,449 9,982,507

固定資産合計 22,459,542 19,823,746

資産合計 41,311,709 38,327,233

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,187,814 1,309,821

短期借入金 1,484,720 1,464,970

未払法人税等 106,814 215,113

賞与引当金 － 84,927

役員賞与引当金 25,870 18,720

その他 805,352 771,107

流動負債合計 3,610,572 3,864,660

固定負債   

長期借入金 2,071,770 1,680,480

退職給付に係る負債 34,039 33,357

その他 3,903,776 2,720,790

固定負債合計 6,009,585 4,434,627

負債合計 9,620,157 8,299,287
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,805,266 2,805,266

資本剰余金 2,811,070 2,811,070

利益剰余金 20,419,135 20,817,683

自己株式 △2,124,106 △2,124,162

株主資本合計 23,911,365 24,309,857

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,748,342 5,684,959

その他の包括利益累計額合計 7,748,342 5,684,959

非支配株主持分 31,843 33,129

純資産合計 31,691,551 30,027,946

負債純資産合計 41,311,709 38,327,233

 

EDINET提出書類

鳥越製粉株式会社(E00351)

四半期報告書

11/17



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 16,697,150 16,389,503

売上原価 13,382,718 13,038,775

売上総利益 3,314,432 3,350,727

販売費及び一般管理費 2,485,821 2,439,612

営業利益 828,610 911,115

営業外収益   

受取利息 5,189 3,280

受取配当金 85,465 100,919

固定資産賃貸料 16,687 14,245

その他 59,719 34,577

営業外収益合計 167,062 153,023

営業外費用   

支払利息 16,705 18,773

その他 7,216 4,591

営業外費用合計 23,922 23,364

経常利益 971,750 1,040,774

特別利益   

受取保険金 73,828 －

特別利益合計 73,828 －

特別損失   

固定資産除却損 4,008 2,653

減損損失 － 5,264

会員権評価損 254 －

特別損失合計 4,263 7,917

税金等調整前四半期純利益 1,041,315 1,032,857

法人税、住民税及び事業税 207,066 355,420

法人税等調整額 231,259 △1,689

法人税等合計 438,325 353,730

四半期純利益 602,990 679,126

非支配株主に帰属する四半期純利益 36 1,285

親会社株主に帰属する四半期純利益 602,954 677,841
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 602,990 679,126

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △110,362 △2,063,382

その他の包括利益合計 △110,362 △2,063,382

四半期包括利益 492,627 △1,384,256

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 492,591 △1,385,541

非支配株主に係る四半期包括利益 36 1,285
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半

期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っており

ます。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及

び事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

　 －千円 2,420千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

減価償却費 457,698千円 458,555千円

のれんの償却額 6,467 2,873
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日開催

第80期定時株主総会
普通株式 279,298 12

平成26年

12月31日

平成27年

３月30日
利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日開催

第81期定時株主総会
普通株式 279,293 12

平成27年

12月31日

平成28年

３月31日
利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額  25円91銭 29円12銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （千円） 602,954 677,841

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（千円） 602,954 677,841

期中平均株式数 （株） 23,274,650 23,274,446

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成２８年１１月８日
 

鳥　越　製　粉　株　式　会　社
 

取　 締　 役　 会　　御　 中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　　　嶋　　　敦

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　 野　　宏　 治

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鳥越製粉株式

会社の平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年７月

１日から平成２８年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年１月１日から平成２８年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鳥越製粉株式会社及び連結子会社の平成２８年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（※）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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